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改正（H25.6）に伴
う用語変更

目次 目次 ページ修正

3 3 第2章　国民保護措置に関する基本方針

(5) 国民の協力
　区は、国民保護法の規定により国民保護措置の実施のため必要があると認
めるときは、国民に対し、必要な援助について協力を要請する。この場合に
おいて、国民は、その自発的な意思により、必要な協力をするよう努めるも
のとする。
　また、区は、地域防災住民組織の充実・活性化、ボランティアへの支援に
努める。

第2章　国民保護措置に関する基本方針

(5) 国民の協力
　区は、国民保護法の規定により国民保護措置の実施のため必要があると認
めるときは、国民に対し、必要な援助について協力を要請する。この場合に
おいて、国民は、その自発的な意思により、必要な協力をするよう努めるも
のとする。
　また、区は、地域防災住民組織、消防団の充実・活性化、ボランティアへ
の支援に努める。

消防修正

7 7 第１編第４章中野区の地理的、社会的特徴

⑵　気候
グラフ

⑶　人口、人口分布（平成20年1月1日現在住民基本台帳及び外国人登録）
 中野区の総人口は310,420人、世帯数は181,470世帯である。これは、23区
中では中位で、人口密度は1平方キロメートルあたり19,911人で23区中1位で
ある。区内では、ＪＲ中央線を境に南の地域が比較的高く、1平方キロメー
トルあたり3万人を超える地区もある。
中野区の人口構成を年代別にみると、20歳代の人口が多く、総人口の17.9％
を占めている。23区平均の20歳代の占める割合が14.2％であることから、中
野区は20歳代人口が比較的多い区といえる。また、65歳以上の人が占める割
合は19.4％であり、23区平均19.5％とほぼ同等となっている。
平成17年国勢調査によると、中野区の昼間人口は285,636人、夜間人口は
310,392人で昼間人口が少なくなっている。これは、中野区が都心に近く、
交通の便がよいなど、都心への通勤、通学者の住宅地となっている理由があ
げられる。世帯構成をみると、単身世帯が全世帯数の57％を占め平成12年度
調査から2ポイント増加し、5人以上の世帯は減少し、全世帯数の3％に過ぎ
ない。また、夫婦のみ・夫婦と子ども・ひとり親と子どもからなる核家族世
帯は、一般世帯の37.0％を占めている。

第１編第４章中野区の地理的、社会的特徴

⑵　気候
グラフの差し替え（1981年～2010年の30年間での平均値に更新）

⑶　人口と世帯（平成22年国勢調査結果参照）
  中野区の人口は314,570人、世帯数は184,267世帯で、23区中中位である。
人口密度は1平方キロメートルあたり20,189人で23区中2位である。区内で
は、ＪＲ中央線を境に南の地域が比較的高く、1平方キロメートルあたり3万
人を超える地区もある。
中野区の人口構成を年代別にみると、20歳代が多く、人口の17.5％を占めて
いる。23区平均の20歳代の占める割合が13.4％であることから、中野区は20
歳代人口が比較的多い区といえる。また、65歳以上の人が占める割合は
19.6％であり、23区平均19.8％とほぼ同等となっている。
中野区の昼間人口は289,176人、夜間人口は314,750人で昼間人口が少なく
なっている。これは、中野区が都心に近く、交通の便がよいなど、都心への
通勤、通学者の住宅地となっている理由があげられる。世帯構成をみると、
単身世帯が全世帯数の60.1％を占め平成17年度調査から3ポイント増加し、5
人以上の世帯は減少し、全世帯数の1.9％に過ぎない。また、夫婦のみ・夫
婦と子ども・ひとり親と子どもからなる核家族世帯は、一般世帯の34.6％を
占めている。

統計資料更新によ
る修正

中野区国民保護計画（平成２７年度改定案）新旧対照表
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8 8      平成20年1月1日住民基本台帳人口の表

⑷　交通、道路等
　区内の鉄道は、区中央部を東西に貫通するＪＲ中央線が中枢をなし、これ
と平行して南に東京地下鉄丸ノ内線、北には西武新宿線が走り、東京地下鉄
東西線は中野駅に相互乗り入れをしている。また、平成９年に東京地下鉄大
江戸線が開通、新江古田駅が新設されるとともに、ＪＲ中央線の東中野駅、
東京地下鉄丸ノ内線の中野坂上駅とで接続するなど新たな交通ネットワーク
の形成が図られた。
　一方、…（略）
　区内の幹線道路は、青梅街道、新青梅街道、大久保通り、早稲田通りなど
が東西に、環状６号線（山手通り）、環状７号線、中野通りなどが南北に走
り、中野区の重要な交通を担っており、山手通りの地下には、首都高速道路
中央環状線が建設中である。しかし、幹線道路を補完する道路の整備が遅れ
ており、また、狭あいな生活道路が入り組んでいる地域が多く、防災安全上
の課題を抱えている。

     平成22年1月1日住民基本台帳人口の表に差し替え

⑷　交通、道路等
　区内の鉄道は、区中央部を東西に貫通するＪＲ中央線が中枢をなし、これ
と平行して南に東京メトロ丸ノ内線、北には西武新宿線が走り、東京メトロ
東西線は中野駅に相互乗り入れをしている。また、平成９年に都営地下鉄大
江戸線が開通、新江古田駅が新設されるとともに、ＪＲ中央線の東中野駅、
東京メトロ丸ノ内線の中野坂上駅とで接続するなど新たな交通ネットワーク
の形成が図られた。
　一方、…（略）
　区内の幹線道路は、青梅街道、新青梅街道、大久保通り、早稲田通りなど
が東西に、環状６号線（山手通り）、環状７号線、中野通りなどが南北に走
り、中野区の重要な交通を担っており、山手通りの地下には、首都高速道路
中央環状線山手通りが平成22年3月に開通した。しかし、幹線道路を補完す
る道路の整備が遅れており、また、狭あいな生活道路が入り組んでいる地域
が多く、防災安全上の課題を抱えている。

統計資料更新によ
る修正

9 9 第５章　区国民保護計画が対象とする事態
○　区国民保護計画では、世界の首都や大都市で大規模なテロが多く発生し
ている状況を踏まえ、緊急対処事態（大規模なテロ）への対処を重視する。

○　また、大都市東京に大きな影響を与えかねないサイバーテロについて
も、今後の検討課題とする。

第５章　区国民保護計画が対象とする事態
○　区国民保護計画では、世界の首都や大都市で大規模なテロが多く発生し
ている状況や、国内外の注目が集まる2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会への危機管理の視点を踏まえ、緊急対処事態（大規模なテ
ロ）への対処を重視する。

○　なお、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を控え、競技
会場や重要インフラ等を狙ったサイバー攻撃が予想されるなど、都内におけ
るサイバーテロの脅威が高まっている。サイバーテロは、都民生活や都市活
動に大きな影響を与えるとともに、緊急対処事態に発展するおそれもあるこ
とから、関係機関等と連携しながら、その動向に注視し適切に対応してい
く。

都計画の変更
（H26年度）
・2020年東京オリ
ンピック・パラリ
ンピック競技大会
への危機管理の視
点を踏まえた記述

- 14 （新規） ４　緊急対処事態に関する読み替え

　区国民保護計画における「武力攻撃事態等」には、緊急対処事態を含む。
「緊急対処事態」の場合は、次のとおり読み替える。

武力攻撃事態の場合　　　　　　緊急対処事態の場合
　対処基本方針　　　　　　　　　緊急対処事態対処方針
　国民保護措置　　　　　　　　　緊急対処保護措置
　国民保護対策本部　　　　　　　緊急対処事態対策本部
　国民保護対策本部長　　　　　　緊急対処事態対策本部長

なお、次の規定については、緊急対処事態においては準用されない。
・武力攻撃事態等対策本部長の総合調整の権限に関する規定
・内閣総理大臣の指示・代執行権に関する規定
・国際人道法に関する規定
・赤十字標章等、特殊標章等に関する規定
・生活関連物資等の価格の安定、金銭債務の支払猶予等に関する規定

「武力攻撃事態
等」には緊急対処
事態を含むことか
ら、都計画に準じ
読替規定を設定
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14,15 15,16 １　区の各部等における平素の業務
表中　部名等
政策室
経営室
管理室

区民生活部

子ども家庭部

保健福祉部

都市整備部

教育委員会

会計室
拠点まちづくり推進室
区議会事務局
監査事務局
選挙管理委員会事務局

１　区の各部等における平素の業務
表中　部名等の修正
政策室
経営室
会計室

地域支えあい推進室
区民サービス管理部

子ども教育部

健康福祉部

都市政策推進室
都市基盤部

教育委員会

区議会事務局
監査事務局
選挙管理委員会事務局

組織改編による修
正

17 18,19 ２  区職員の参集基準等
(3) 区の体制及び職員の参集基準等
【職員参集基準】

(5) 幹部職員等の参集が困難な場合の対応
表

２  区職員の参集基準等
(3) 区の体制及び職員の参集基準等
【職員参集基準】
表の差し替え（別紙1のとおり）

(5) 幹部職員等の参集が困難な場合の対応
表の差し替え　（別紙2のとおり）

組織改編による修
正

17 19 ２  区職員の参集基準等
(6) 区対策本部の代替機能の確保
表

２  区職員の参集基準等
(6) 区対策本部の代替機能の確保
表の差し替え　（別紙3のとおり）

区対策本部の予備
施設を変更

18 19 ３　消防の初動体制の把握等
(1) 東京消防庁（消防署）の初動体制の把握
　区は、東京消防庁（消防署）からの情報を受け、その初動体制を把握す
る。
　また、地域防災計画における東京消防庁（消防署）との情報連絡体制を踏
まえ、特に初動体制における緊密な連携を図る。

３　消防の初動体制の把握等
(1) 東京消防庁（消防署）の初動体制の把握
　区は、東京消防庁（消防署）から武力攻撃災害における消火、救助、救急
等の活動に関する情報を受け、その初動体制を把握する。
　また、地域防災計画における東京消防庁（消防署）との情報連絡体制を踏
まえ、特に初動時における緊密な連携を図る。

消防修正

21 22 ４　指定公共機関等との連携

(4) 事業所等との連携
　また、区は、都及び関係機関と協力し、区域内の事業所における武力攻撃
事態等の観点を交えた…（略）

４　指定公共機関等との連携

(4) 事業所等との連携
　また、区は、都及び関係機関と協力し、区内の事業所における武力攻撃事
態等の観点を交えた…（略）

文言修正
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22 23 第３　通信の確保
(1)　非常通信体制の整備
　区は、国民保護措置の実施に関し、…（略）

第３　通信の確保
(1)　非常通信体制の整備
　区は、国民保護措置の実施に関し、…（略）
　また、国からの通知・伝達を迅速かつ確実に受信するため、緊急情報ネッ
トワークシステム（Em-Net）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）を活用す
る。

国の基本指針変更
（H24年度）
・エムネット及びJ
アラート運用開始
に伴い各々を明記

24 25,26 ２　警報等の伝達に必要な準備
(1) 警報の伝達体制の整備
○　区は、知事から警報の内容の通知があった場合の住民及び関係団体への
伝達方法等についてあらかじめ定めておくとともに、…（略）

(2) 防災行政無線の整備
 区は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝達等に必要となる同
報系その他の防災行政無線の整備を図る。
 同報系防災行政無線の整備にあたっては、国による全国瞬時警報システム
（J-ALERT）（＊）の開発・整備の検討を踏まえる。

２　警報等の伝達に必要な準備
(1) 警報の伝達体制の整備
○　区は、都知事から警報の内容の通知があった場合の住民及び関係団体へ
の伝達方法等についてあらかじめ定めておくとともに、…（略）

(2) 防災行政無線の整備
　区は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝達等に必要となる同
報系その他の防災行政無線の整備を図る。

国の基本指針変更
（H24年度）
・Jアラート整備済
みのため、関連文
言を削除

25 27 ３　安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備
(1) 安否情報収集のための体制整備
　区は、安否情報（以下参照）を円滑に収集、整理、報告及び提供すること
ができるよう、安否情報の収集、整理及び提供の責任者をあらかじめ定め、
必要な研修・訓練を行っておくものとする。
　また、都と…（略）

【収集・報告すべき情報】
表

３　安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備
(1) 安否情報収集のための体制整備
　区は、安否情報（以下参照）を円滑に収集、整理、報告及び提供すること
ができるよう、安否情報の収集、整理及び提供の責任者をあらかじめ定め、
必要な研修・訓練を行う。
　また、都と…（略）

【収集・報告すべき情報】
表の差し替え　（別紙4のとおり）

国の基本指針変更
（H20年度）
・安否情報システ
ム運用開始に伴
い、「収集・報告
すべき情報」をシ
ステムと同一のも
のへ差し替え

31 33 １　避難に関する基本的事項
(2) 隣接区との連携の確保
区は、区内を越える避難を行う場合に備えて、…（略）

１　避難に関する基本的事項
(2) 隣接区との連携の確保
区は、区界を越える避難を行う場合に備えて、

文言修正

35 37 ６　生活関連等施設の把握等
(1) 生活関連等施設の把握等
【生活関連等施設の種類及び所管省庁】
表

６　生活関連等施設の把握等
(1) 生活関連等施設の把握等
【生活関連等施設の種類及び所管省庁】
表の差し替え　（別紙5のとおり）

組織改編による修
正

39 41 １　事態認定前における危機管理等対策会議の設置及び初動措置
(1) 危機管理等対策会議の設置
【危機管理等対策会議の構成等】
図

１　事態認定前における危機管理等対策会議の設置及び初動措置
(1) 危機管理等対策会議の設置
【危機管理等対策会議の構成等】
図の差し替え　（別紙6のとおり）

組織改編による修
正

43 44 (3) 区対策本部の組織構成及び機能
　区対策本部の組織構成及び各組織の機能は…（略）

　区対策本部における決定内容等を踏まえて、各部課室において措置を実施
するものとする（区対策本部には、各部課室から支援要員を派遣して、円滑
な連絡調整を図る。）。

(3) 区対策本部の組織構成及び機能
区対策本部の組織構成及び各組織の機能は…（略）

　区対策本部における決定内容等を踏まえて、各部室分野において措置を実施
するものとする（区対策本部には、各部室分野から支援要員を派遣して、円滑な連
絡調整を図る。）。

組織改編による修
正
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44 47 １　区対策本部の設置

(3) 区対策本部の組織構成及び機能
【区の各部における武力攻撃事態における業務】
国対保健福祉部
・死体の収容及び引渡し並びに埋葬に関すること

１　区対策本部の設置

(3) 区対策本部の組織構成及び機能
【区の各部における武力攻撃事態における業務】
国対保健福祉部
・遺体の収容及び引渡し並びに埋葬に関すること

文言修正

47 49 ２　通信の確保

(1) 情報通信手段の確保
　区は、携帯電話、衛星携帯電話、移動系区防災行政無線等の移動系通信回
線若しくは、インターネット、ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）、同報
系無線、地域防災無線等の固定系通信回線の利用又は臨時回線の設定等によ
り、区対策本部と区現地対策本部、現地連絡調整所、要避難地域、避難先地
域等との間で国民保護措置の実施に必要な情報通信手段を確保する。

２　通信の確保

(1) 情報通信手段の確保
　区は、携帯電話、移動系区防災行政無線等の移動系通信回線若しくは、イ
ンターネット、同報系防災行政無線、等の固定系通信回線の利用又は臨時回
線の設定等により、区対策本部と区現地対策本部、現地連絡調整所、要避難
地域、避難先地域等との間で国民保護措置の実施に必要な情報通信手段を確
保する。

区の情報通信手段
を更新

49 51 １　国・都の対策本部との連携

(2) 国・都の現地対策本部との連携
　区は、国・都の現地対策本部が設置された場合は、…（略）

１　国・都の対策本部との連携

(2) 国・都の現地対策本部との連携
　区は、国・都の現地対策本部が設置された場合は、…（略）
　国の現地対策本部長が武力攻撃事態等合同対策協議会（※）を開催する場
合には、区対策本部として当該協議会へ参加し、国民保護措置に関する情報
の交換や相互協力に努めるものとする。

（※脚注：武力攻撃事態等合同対策協議会）
（※）国の現地対策本部長は、国民保護措置に関する情報を交換し、それぞ
れの実施する国民保護措置について相互に協力するため、必要に応じ、現地
対策本部と関係地方公共団体の国民保護対策本部等による武力攻撃事態等合
同対策協議会を開催するものとされている。

国の基本指針変更
（H20年度）
・武力攻撃事態等
合同対策協議会に
ついて記述

55 57 ２　警報の内容の伝達方法

(1) 警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在区が保有する伝達
手段に基づき、原則として以下の要領により行う。

２　警報の内容の伝達方法

(1) 警報の内容の伝達方法については、現在区が保有する伝達手段に基づ
き、原則として以下の要領により行う。

文言修正

61 63 (8) 避難場所の運営
区は、原則、区域内に所在する避難場所を運営する。

(8) 避難場所の運営
区は、原則、区内に所在する避難場所を運営する。

文言修正

63 64 ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合

・ゲリラ・特殊部隊による攻撃においても、対策本部長の避難措置の指示及
び都知事による避難の指示を踏まえて、避難実施要領を策定し、迅速に避難
住民の誘導を実施することが基本
ただし、屋外での急襲的な攻撃に際しては、避難措置の指示を待たずに、攻
撃当初は屋内に一時避難させ、その後安全措置を講じつつ適切な避難所に避
難させる等の対応が必要
・状況により、退避の指示、警戒区域の設定等時宜に応じた措置が不可欠
また、政府による事態認定前にゲリラ等の攻撃を受けた場合は、災害対策基
本法等既存の法制を活用するなど、柔軟に対応

ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合

・ゲリラ・特殊部隊による攻撃においても、国の対策本部長の避難措置の指
示及び都知事による避難の指示を踏まえて、避難実施要領を策定し、迅速に
避難住民の誘導を実施することが基本である。
ただし、屋外での急襲的な攻撃に際しては、避難措置の指示を待たずに、攻
撃当初は屋内に一時避難させ、その後安全措置を講じつつ適切な避難所に避
難させる等の対応が必要である。
・状況により、退避の指示、警戒区域の設定等時宜に応じた措置が不可欠で
ある。
また、政府による事態認定前にゲリラ等の攻撃を受けた場合は、災害対策基
本法等既存の法制を活用するなど、柔軟に対応する。

文言修正
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64 66 弾道ミサイル攻撃（通常弾頭、ＢＣ弾頭）

・発射後短時間で着弾することが予想されるため、迅速な情報伝達等による
被害の局限化が重要
・当初は、…（略）

（弾道ミサイル攻撃の場合の措置の流れ）
ア　対策本部長は、弾道ミサイルの発射が差し迫っているとの警報を発令、
避難措置を指示

イ　実際に弾道ミサイルが発射されたときは、対策本部長がその都度警報を
発令

弾道ミサイル攻撃（通常弾頭、ＢＣ弾頭）

・発射後短時間で着弾することが予想されるため、迅速な情報伝達等による
被害の局限化が重要である。
・当初は、…（略）

（弾道ミサイル攻撃の場合の措置の流れ）
ア　国の対策本部長は、弾道ミサイルの発射が差し迫っているとの警報を発
令、避難措置を指示

イ　実際に弾道ミサイルが発射されたときは、国の対策本部長がその都度警
報を発令

文言修正

68 70 ３　救援の程度及び方法の基準

　区長は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律
による救援の程度及び方法の基準」（平成１６年厚生労働省告示第３４３
号。以下「救援の程度及び基準」という。）及び都国民保護計画の内容に基
づき救援の措置を行う。
　区長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切な実施が困難であ
ると判断する場合には、都知事に対し、厚生労働大臣に特別な基準の設定に
ついての意見を申し出るよう要請する。

３　救援の程度及び方法の基準

区長は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に
よる救援の程度及び方法の基準」（平成25年内閣府告示第229号。以下「救
援の程度及び基準」という。）及び都国民保護計画の内容に基づき救援の措
置を行う。
区長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切な実施が困難である
と判断する場合には、都知事に対し、内閣総理大臣に特別な基準の設定につ
いての意見を申し出るよう要請する。

国の基本指針変更
（H26年度）
・救援事務の厚生
労働省から内閣府
への移管に伴う修
正

71,72 73,74 (5) 埋葬及び火葬
　区は、身元不明死体を適正に保管し、適正期間経過後に火葬するととも
に、遺留品、遺骨の保管を行う。
　区は、必要に応じて、…（略）

(9) 行方不明者の捜索及び死体の処理
　区は、警視庁、東京消防庁が中心となって行う行方不明者の捜索に協力す
る。
区は、警視庁等関係機関と連携して、死体収容所の開設、死体の搬送、収容
及び処理等を行う。
　区は、死体の処理の時期や場所、死体の処理方法（死体の洗浄、縫合、消
毒等、一時保存及び検案等の措置）等について、都、警視庁等と必要な調整
を行う。

(5) 埋葬及び火葬
　区は、身元不明遺体を適正に保管し、適正期間経過後に火葬するととも
に、遺留品、遺骨の保管を行う。
　区は、必要に応じて、…（略）

(9) 行方不明者の捜索及び遺体の処理
　区は、警視庁、東京消防庁が中心となって行う行方不明者の捜索に協力す
る。
区は、警視庁等関係機関と連携して、遺体収容所の開設、遺体の搬送、収容
及び処理等を行う。
　区は、遺体の処理の時期や場所、遺体の処理方法（遺体の洗浄、縫合、消
毒等、一時保存及び検案等の措置）等について、都、警視庁等と必要な調整
を行う。

文言修正

73 75 １　安否情報の収集
(1) 安否情報の収集
区は、避難住民や負傷或いは死亡した住民の安否情報を、…（略）

１　安否情報の収集
(1) 安否情報の収集
区は、避難住民や負傷あるいは死亡した住民の安否情報を、…（略）

文言修正
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74 76 ２　都に対する報告
　区は、都への報告に当たっては、原則として、省令様式第３号に必要事項
を記載した書面（電磁的記録を含む。）により都に送付する。

２　都に対する報告
　区は、都への報告に当たっては、原則として、「武力攻撃事態等における
安否情報の収集・提供システム」（以下「安否情報システム」という。）へ
の入力で行い、安否情報システムが利用できない場合には、省令様式第３号
に必要事項を記載した書面（電磁的記録を含む。）により都に送付する。

国の基本指針変更
（H20年度）
・安否情報システ
ム運用開始に伴
い、システム利用
に関して記述

82 84 １ 生活関連等施設の安全確保
(1) 生活関連等施設の状況の把握
　区は、区対策本部を設置した場合においては、区内に所在する生活関連等
施設の安全に関する情報、各施設における対応状況等の必要な情報を収集す
る。

(2) 区が管理する施設の安全の確保
　区長は、区が管理する生活関連等施設について、当該施設の管理者として
の立場から、安全確保のために必要な措置を行う。
　この場合において、区長は、必要に応じ警視庁（警察署）、東京消防庁
（消防署）、その他の行政機関に対し、支援を求める。
　また、このほか、生活関連等施設以外の区が管理する施設についても、生
活関連等施設における対応を参考にして、可能な範囲で警備の強化等の措置
を講ずる。

１ 生活関連等施設の安全確保
(1) 生活関連等施設の状況の把握
　区は、区対策本部を設置した場合においては、区内に所在する生活関連等
施設の安全に関する情報、各施設における対応状況及び支援要請の有無等の
必要な情報を収集する。

(2) 区が管理する施設の安全の確保
　区長は、区が管理する生活関連等施設について、当該施設の管理者として
の立場から、安全確保のために必要な措置を行う。
　この場合において、区長は、必要に応じ警視庁（警察署）、東京消防庁
（消防署）、その他の行政機関に対し、支援（指導、助言を含む）を求め
る。
　このほか、生活関連等施設以外の区が管理する施設についても、生活関連
等施設における対応を参考にして、可能な範囲で警備の強化等の措置を講ず
る。

消防修正

85 87 ②　生物剤による攻撃の場合
　区は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、…（略）

　区の総務部危機管理分野は、生物剤を用いた攻撃の特殊性（＊）に留意
し、生物剤の散布等による攻撃の状況について、通常の被害の状況等の把握
の方法とは異なる点にかんがみ、…（略）

②　生物剤による攻撃の場合
　区は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、…（略）

　区は、生物剤を用いた攻撃の特殊性（＊）に留意し、生物剤の散布等によ
る攻撃の状況について、通常の被害の状況等の把握の方法とは異なる点にか
んがみ、…（略）

文言修正

89 91 ２　廃棄物の処理

(2) 廃棄物処理対策
①　区は、地域防災計画の定めに準じて、「震災廃棄物対策指針」（平成１
０年厚生省生活衛生局作成）等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備す
る。

２　廃棄物の処理

(2) 廃棄物処理対策
①　区は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針」（平成26
年環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部作成）等を参考としつつ、廃棄
物処理体制を整備する。

組織改編による修
正

96 98 ３　警戒対応

(2) 区は、危機情報の緊急性に応じて都が整備する「警戒対応の基準」（統
一した警戒レベル）に準拠し、区が管理する施設における同基準を整備す
る。

３　警戒対応

(2) 区は、都が整備した「東京都管理施設テロリズム等警戒対応基準」（平
成18年決定）に準拠し、区が管理する施設における同基準を整備する。

都計画の変更
（H26年度）
・都が整備した基
準に準拠すること
を記述
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100 102 １ 危険物質を有する施設への攻撃

(2) 平素の備え

② 施設管理者による危機管理体制の強化推進
　区は、施設管理者に対し、対処マニュアルの整備、資器材等の定期検査及
び継続的な巡視等、緊急対処事態等を念頭にした安全確保措置を要請する。

(3) 対処上の留意事項
　区は、事態の悪化又はテロ等の再発に備える必要があると認める場合、施
設管理者に対して警察等と連携した施設の警備強化を促す。

１ 危険物質を有する施設への攻撃

(2) 平素の備え

② 施設管理者による危機管理体制の強化推進
　区は、東京消防庁（消防署）等の関係機関と協力し、施設管理者に対し、
対処マニュアルの整備、資器材等の定期検査及び継続的な巡視等、緊急対処
事態等を念頭にした安全確保措置を要請する。

(3) 対処上の留意事項
① 区は、事態の悪化又はテロ等の再発に備える必要があると認める場合、
施設管理者に対して警察等と連携した施設の警備強化を促す。
②　区は、東京消防庁（消防署）等の関係機関に対し、安全を確保した上で
原因物質の特定、被災者の救助等の応急措置活動を行うよう要請する。

消防修正

101 103 ２ 大規模集客施設等への攻撃

(3) 対処上の留意事項

② 区は、大規模集客施設等における避難誘導や構内放送等の状況を把握
し、必要に応じて支援・助言等を行う。

２ 大規模集客施設等への攻撃

(3) 対処上の留意事項

② 区は、大規模集客施設等における避難誘導や構内放送等の状況を把握
し、必要に応じて支援・助言等を行う。
　また、施設管理者や消防等から、避難誘導等に関する情報を把握するとと
もに、施設内の住民の避難が円滑に行われるように、消防等との連携を確保
する。
③　区は、東京消防庁（消防署）等の関係機関に対し、安全を確保した上で
原因物質の特定、被災者の救助等の応急措置活動を行うよう要請する。

消防修正

102 104 ３ 大量殺傷物質による攻撃（ダーティボム）

(3) 対処上の留意事項
① 初動対処
　区は、都から派遣される緊急時放射線調査チーム及び警察・消防・自衛隊
等関係機関と連携し、速やかに警戒区域を設定するとともに、その区域外に
おいて住民等の安全確保及びパニック防止のための措置を講じる。

③ 医療活動
　区は、都及び医療機関等と連携し、安全な場所において除染済みの傷病者
に対する医療活動を実施する。

④ 汚染への対処
○ 区は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関と…（略）

３ 大量殺傷物質による攻撃（ダーティボム）

(3) 対処上の留意事項
① 初動対処
　区は、都から派遣される緊急時放射線調査チーム及び警察・消防・自衛隊
等関係機関と連携し、速やかに警戒区域を設定するとともに、その区域外に
おいて住民等の安全確保及びパニック防止のための措置を講じる。
　また、東京消防庁（消防署）等の関係機関に対し、安全を確保した上で原
因物質の特定、被災者の救助等の応急措置活動を行うよう要請する。

③ 医療活動
　区は、都及び医療機関等と連携し、東京消防庁の安全管理下において、東
京ＤＭＡＴにより除染済みの傷病者に対する医療活動を実施する。

④ 汚染への対処
○ 区は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関と…（略）
○ 被災者の除染は、災害現場において警察・消防等の現地活動機関が行
う。

消防修正

102 104 ④　汚染への対処

○　区は、都及び自衛隊等関係機関が実施する除染及び汚水の処理等に協力
する。

④　汚染への対処

○　区は、都及び自衛隊等関係機関が実施する避難住民等のスクリーニン
グ、除染及び汚水の処理等に協力する。

国の基本指針変更
（H26年度）
・スクリーニング
及び除染について
記述
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103 105 ４ 大量殺傷物質による攻撃（生物剤）

(3) 対処上の留意事項
① 初動対処
　区は、都及び自衛隊等関係機関と連携し、調査監視を実施する。

② 医療活動
　区は、都及び医療機関等と連携し、安全な場所において感染者又はその疑
いのある者に対する医療活動を実施する。

４ 大量殺傷物質による攻撃（生物剤）

(3) 対処上の留意事項
① 初動対処
　区は、都及び自衛隊等関係機関と連携し、調査監視を実施する。
　また、東京消防庁（消防署）等の関係機関に対し、安全を確保した上で原
因物質の特定、被災者の救助等の応急措置活動を行うよう要請する。

② 医療活動
　区は、都及び医療機関等と連携し、東京消防庁の安全管理下において、東
京ＤＭＡＴにより除染済みの傷病者に対する医療活動を実施する。

消防修正

104 106 ５ 大量殺傷物質による攻撃（化学剤）

(2) 平素の備え
　区は、区が管理する施設、大規模集客施設及び…（略）

(3) 対処上の留意事項
① 初動対処
区は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関と連携し、速やかに警戒区域を
設定するとともに、原因物質の特定に努める。

③ 医療活動
　区は、都及び医療機関等と連携し、安全な場所において除染済みの傷病者
に対する医療活動を実施する。

④ 汚染への対処
○ 区は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関と連携し…（略）

５ 大量殺傷物質による攻撃（化学剤）

(2) 平素の備え
　区は、区が管理する施設、大規模集客施設及び…（略）
　サリン等の化学剤テロに使用される可能性が高いと考えられる物質につい
て、盗難等に関する情報を入手したときは、サリン等防止法に基づき、警察
官、消防吏員等に報告するとともに、必要な対応を検討する。

(3) 対処上の留意事項
① 初動対処
　区は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関と連携し、速やかに警戒区域
を設定する。
　また、東京消防庁（消防署）等の関係機関に対し、安全を確保した上で原
因物質の特定、被災者の救助等の応急措置活動を行うよう要請する。

③ 医療活動
　区は、都及び医療機関等と連携し、東京消防庁の安全管理下において、東
京ＤＭＡＴにより除染済みの傷病者に対する医療活動を実施する。

④ 汚染への対処
○ 区は、都及び警察・消防・自衛隊等関係機関と連携し…（略）
○ 被災者の除染は、災害現場において警察・消防等の現地活動機関が行
う。

消防修正

105 107 ６ 交通機関を破壊手段とした攻撃

(3) 対処上の留意事項
区は、事態の悪化又はテロ等の再発に備える必要があると認める場合、施設
管理者に対して次の措置を要請する。…（略）

６ 交通機関を破壊手段とした攻撃

(3) 対処上の留意事項
① 区は、事態の悪化又はテロ等の再発に備える必要があると認める場合、
施設管理者に対して次の措置を要請する。…（略）
② 区は、東京消防庁（消防署）等の関係機関に対し、安全を確保した上で
原因物質の特定、被災者の救助等の応急措置活動を行うよう要請する。

消防修正
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資料編 資料編

目次 目次 ページ修正

4,5 4,5 関係機関の業務大綱

■指定公共機関
表

■その他の機関等
表

　 組織改編による修
正

6～8 6～8 関係機関の連絡先

【指定行政機関】
表

【指定地方行政機関】
表

【東京都（警察・消防を含む）】
表

【指定公共機関】
表

【指定地方公共機関】
表

【その他の機関】
表

関係機関の連絡先

【指定行政機関】
表の差し替え　（別紙9のとおり）

【指定地方行政機関】
表の差し替え　（別紙10のとおり）

【東京都（警察・消防を含む）】
表の差し替え　（別紙11のとおり）

【指定公共機関】
表の差し替え　（別紙12のとおり）

【指定地方公共機関】
表の差し替え　（別紙13のとおり）

【その他の機関】
表の差し替え　（別紙14のとおり）

組織改編による修
正

9 9 危機管理等対策会議

３．構成
・危機管理等対策会議は、座長及び委員をもって構成する。
・座長は区長をもって充てる。
・委員は助役、収入役、教育長、区長室長、総務部長、区民生活部長、子ど
も家庭部長、保健福祉部長、保健所長、都市整備部長、拠点まちづくり推進
室長、教育委員会事務局次長、総務担当参事、広聴広報担当課長、防災担当
課長、生活衛生担当課長、危機管理担当課長の職にある者

危機管理等対策会議

３．構成
・危機管理等対策会議は、座長、副座長及び委員をもって構成する。
・座長は区長を、副座長は副区長をもって充てる。
・委員は副区長（副座長を除く。）、教育長、政策室長、経営室長、危機管
理担当部長、都市政策推進室長、地域支えあい推進室長、区民サービス管理
部長、子ども教育部長、健康福祉部長、保健所長、環境部長、都市基盤部
長、教育委員会事務局次長、政策室広報分野統括管理者、経営室経営分野統
括管理者、経営室行政監理分野統括管理者、都市基盤部防災・都市安全分野
統括管理者の職にある者

組織改編による修
正
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12 12 情報連絡系統図

図

情報連絡系統図

図の差し替え　（別紙15のとおり）

区の防災行政無線
配備状況を反映

17～19 17～19 救援の程度及び方法の基準

平成２０年４月１日現在
表

救援の程度及び方法の基準

平成２５年１０月１日現在
表の差し替え　（別紙16のとおり）

国の基本指針変更
（H26年度）
・内閣府の基準告
示額改定による修
正

20 20 災害復旧関係融資等制度の内容
１．区が行うもの
災害援護資金（生活援護分野）
…（略）
中野区応急資金（生活援護分野）
…（略）
東京都母子福祉資金（生活援護分野）
⑴　資格
　都内に６か月以上居住していて現に２０歳未満の児童を扶養している母子
家庭の母
⑵　…（略）
⑸　利子　年3％

中野区産業経済融資（産業振興分野）
　区内の同一場所で一年以上同一事業を営んでいる中小企業者がり災し、地
域センターの発行する｢り災証明｣がある場合、災害特別資金の融資あっ旋を
行う。
　また、国及び都において被災中小企業者に対する金融施策が出た場合はそ
の周知を行う。
　災害特別資金の内容
…（略）
⑵　貸付利率　年0.4％
…（略）
⑷　資金の使途
　り災による損失の復旧に必要な設備資金・運転資金

災害復旧関係融資等制度の内容
１．区が行うもの
（削除）

（削除）

東京都母子及び父子福祉資金（生活援護分野）
⑴　資格
　都内に６か月以上居住していて現に２０歳未満の児童を扶養している母子
家庭の母または父子家庭の父
⑵　…（略）
⑸　利子　年1.5％

中野区産業経済融資（産業振興分野）
　区内に営業の本拠を有し、引続き一年以上区内の同一場所で同一事業を営
んでいる中小企業者が、暴風、暴雨、地震等の天災その他の区長が認める大
規模な災害により損失を受けた場合、災害特別資金の融資あっ旋を行う。
　申込にあたっては、地域事務所又は地域活動推進分野が発行する「り災証
明書」が必要。
　災害特別資金の内容
…（略）
⑵　貸付利率　年0.2％
…（略）
⑷　資金の使途
　り災による損失の復旧に必要な設備資金・運転資金
　すでに被災した中小企業者が防止策を講じるために必要な設備資金

区の融資制度内容
を更新
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21 21 ２．都が行うもの
中小企業災害復旧資金（産業労働局）
…（略）
⑵　対象企業
　都内に住所（営業の本拠）を有し、引続き１年以上同一場所で同一事業を
営み、東京信用保証協会の保証対象業種である企業及び組合で、次に定める
災害により、被害を受けた者
…（略）
⑷　金額　1企業（組合）1災害につき8,000万円以内
⑸　貸付期間
　運転資金　1年以上7年以内（据置期間1年を含む）
　設備資金　1年以上9年以内（据置期間1年を含む）
⑹　貸付利率　年1.5％

３．その他が行うもの
生活福祉資金のうち災害援護資金（社会福祉協議会）
⑴　資金
　低所得世帯等のうち、他から融資を受けることのできない者で、この資金
の貸付を受けることによって、災害による困窮から自立更生のできる世帯
⑵　限度額　1世帯150万円以内
⑶　償還方法　1年以内据置期間経過後7年以内で元利利子均等の月賦召喚
⑷　利子　3％（据置期間中は無利子）

２．都が行うもの
災害復旧資金融資（産業労働局）
　一定の地域に集中して発生した災害により損失を受けた中小企業者及び組
合に対して、長期かつ低利の融資を行う。融資条件等その他については、災
害のつど、その状況に応じて別に定める。
…（略）
⑵　対象企業
　都内に事業所（住所）を有し、信用保証協会の保証対象業種を営む中小企
業者又は組合で、次に定める災害により損失を受けている者
…（略）
⑷　金額　1災害につき8,000万円以内
⑸　貸付期間　10年以内（据置期間1年を含む）
⑹　貸付利率　年1.7％
　　　　　　　＜責任共有制度の対象外となる場合＞
　　　　　　　年1.5％
　なお、責任共有制度が適用される中小企業者等に対しては、東京都が利子
の一部（責任共有制度対象外との金利差相当分）を補助する。

３．その他が行うもの
生活福祉資金（東京都社会福祉協議会）
⑴　資金使途
　災害を受けたことによる困窮から自立更生するために必要な経費
⑵　対象世帯
　低所得世帯等のうち、他から融資を受けることのできない者で、この資金
の貸付を受けることによって、災害による困窮から自立更生のできる世帯
⑶　限度額 　１世帯150万円以内
⑷　償還方法　7年以内（据置期間6カ月以内を含む。）
⑸　利子 　1.5％（保証人有なら無利子）

都等の融資制度内
容を更新

22 21 災害要援護者の救援制度
…（略）
※　登録された名簿を地域防災会、地域センター、警察署、消防署に配備す
ること、および申請書の写しを地域防災会、地域センターに配備することに
承諾をお願いします。

…（略）
区　相談・登録の受付窓口
●地域センターまたは防災分野へ
　※下記の場所でも受け付けています
　※（　）内の数字は上記の対象者
●中部保健福祉センター　　　 　　　（③④）
●障害者福祉会館　　　　　　　　　　 （②）
●北部・南部・鷺宮保健福祉センター　（③④）
●スマイル社会復帰センター　　　　　　（④）

災害要援護者の救援制度
…（略）
※　登録された名簿を地域防災会、区民活動センター、警察署、消防署に配
備すること、および申請書の写しを地域防災会、区民活動センターに配備す
ることに承諾をお願いします。

…（略）
区　相談・登録の受付窓口
●上記 ①②③④ に該当する方すべて
１．すこやか福祉センター（南部・中部・北部・鷺宮）
２．区役所防災担当
３．地域事務所（南中野・東部・江古田・野方・鷺宮）
　※地域事務所では取り次ぎを行います。
●上記 ① に該当する方
地域包括支援センター
●上記 ②③④ に該当する方
区役所障害福祉担当
　※区民活動センターでは受付できません。

組織改編による修
正
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23 23 交通機関の概況
１～７

交通機関の概況
１～７について数値等（車両台数、職員数、乗降人員等）を更新

区内交通機関の概
況データを更新

24,25,
25の2

24～27 高層建築物の現況
平成２０年４月１日現在
表

高層建築物の現況
平成24年9月現在
表を平成24年9月現在のデータに更新

区内高層建築物の
現況データを更新

26 28 危険物保管施設等現況
平成２０年１０月１日現在
表

危険物保管施設等現況
平成27年4月1日現在
表を平成27年4月1日現在のデータに更新

区内危険物保管施
設等現況データを
更新

27,27の
2

29,30 救急医療機関一覧表

中野消防署
平成２０年４月１日現在
表

野方消防署
平成２０年４月１日現在
表

救急医療機関一覧表

中野消防署
平成27年4月1日現在
表の差し替え　（別紙17のとおり）

野方消防署
平成27年4月1日現在
表の差し替え　（別紙17のとおり）

区内各消防署管内
の救急医療機関一
覧表を更新

28 31 中野区広域避難場所配置図

図

中野区広域避難場所配置図

図の差し替え　（別紙18のとおり）

広域避難場所配置
図を更新

29 32 区の広域避難場所地区割当表

表

区の広域避難場所地区割当表

表の差し替え　（別紙19のとおり）

広域避難場所配置
図更新に伴う割当
表の更新

30～32 33～34 国民保護避難所一覧

表

国民保護避難所一覧

表の差し替え　（別紙20のとおり）

避難所一覧の更新

34 36,37 災害対策用備蓄物資一覧

平成20年4月1日現在
表

災害対策用備蓄物資一覧

平成27年4月1日現在
表を平成27年4月1日現在のデータに更新

備蓄物資データの
更新

35 38 （新規）

防災用資機材配備状況一覧

平成20年4月1日現在
表

医療資材７点セット備蓄場所一覧

平成20年4月1日現在
表

避難所資機材倉庫標準配備一覧

表　（別紙21のとおり）

防災用資機材配備状況一覧（避難所配備分除く）

平成27年4月1日現在
表の差し替え　（別紙21のとおり）

医療資材７点セット備蓄場所一覧

平成27年4月1日現在
表の差し替え　（別紙22のとおり）

防災用資機材配備
状況一覧を避難所
資機材倉庫標準配
備一覧と避難所配
備分を除いた一覧
に分けて記載
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47 50,51 用語集

か行
（新規）

用語集

か行
緊急情報ネットワークシステム（通称：Em-Net（エムネット））
　内閣官房が整備を進めている、行政専用回線である総合行政ネットワーク
「LGWAN」を利用した国（総理大臣官邸）と地方公共団体で緊急情報を双方
向通信するためのシステム

国の基本指針変更
（H24年度）
・エムネットを新
規記載

48 51 用語集

か行
広域緊急援助隊
　大規模災害対策に即応でき、かつ高度の救出救助能力等をもつ災害対策専
門のチームとして、平成７年に創設された警察の広域援助体制。全国全ての
都道府県警察に設置されているが、警視庁及び北海道警察を除く府県警察
は、各管区警察局のもと、管区広域緊急援助隊として編成されている。

用語集

か行
警察災害派遣隊
　国内において、大規模災害が発生し、またはまさに発生しようとしている
場合に、道府県警察から警視庁に派遣される救出救助・交通対策・治安の維
持等の活動を行う部隊をいう。

国の基本指針変更
（H24年度）
・名称変更

48 51 用語集

さ行
指定行政機関
　政令で定める次の機関
　内閣府、国家公安委員会、警察庁、防衛庁、防衛施設庁、金融庁、総
務省、消防庁、法務省、公安調査庁、外務省、財務省、国税庁、文部科
学省、文化庁、厚生労働省、農林水産省、林野庁、水産庁、経済産業省、
資源エネルギー庁、中小企業庁、原子力安全・保安院、国土交通省、国
土地理院、気象庁、海上保安庁及び環境省

用語集

さ行
指定行政機関
　政令で定める次の機関
　内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、消防庁、
法務省、公安調査庁、外務省、財務省、国税庁、文部科学省、文化庁、厚生
労働省、農林水産省、林野庁、水産庁、経済産業省、資源エネルギー庁、中
小企業庁、国土交通省、国土地理院、観光庁、気象庁、海上保安庁、環境
省、原子力規制委員会及び防衛省

組織改編による修
正

48,49 51,52 用語集

さ行
指定地方公共機関
　都道府県の区域において電気､ガス、輸送、通信、医療その他の公益的事
業を営む法人、地方道路公社その他の公共的施設を管理する法人及び地方独
立行政法人で、あらかじめ該当法人の意見を聴いて該当都道府県の知事が指
定するものをいう。

用語集

さ行
指定地方公共機関
　都道府県の区域において電気､ガス、輸送、通信、医療その他の公益的事
業を営む法人、地方道路公社その他の公共的施設を管理する法人及び地方独
立行政法人で、あらかじめ当該法人の意見を聴いて当該都道府県の知事が指
定するものをいう。

文言修正

50 52 用語集

さ行
（新規）

用語集

さ行
全国瞬時警報システム（通称：J-ALERT（Jアラート））
　弾道ミサイル情報、津波情報、緊急地震速報等、対処に時間的余裕のない
事態に関する情報を、人工衛星を用いて国（内閣官房・気象庁から消防庁を
経由）から送信し、市区町村の同報系の防災行政無線等を自動起動すること
により、国から住民まで緊急情報を瞬時に伝達するシステム

国の基本指針変更
（H24年度）
・Jアラートを新規
記載

50 53 用語集

た行
（新規）

用語集

た行
東京DMAT
　大震災等の自然災害をはじめ、大規模交通事故等の都市型災害の現場へ出
場し、消防隊等と連携して多数傷病者等に対して救命処置等の活動を行う災
害医療派遣チーム

都計画の変更
（H26年度）
・東京DMATを新規
記載
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51 54 用語集

や行
要援護者
　高齢者、障害者、難病患者、乳幼児及び外国人など、必要な情報を迅速か
つ的確に把握し、自らを守るために安全な場所に避難するなどの適切な防災
行動をとることが特に困難な人を指す。本計画では、災害時要援護者の略称
として用いている。

用語集

や行
要配慮者
　発災前の備え、発災時の避難行動、避難後の生活などの各段階において特
に配慮を要する者。具体的には、高齢者、障害者、難病患者、乳幼児、妊産
婦、外国人等を想定。

災害対策基本法の
改正（H25.6）に伴
う用語変更

参考資料
各種災害協定一覧

相互協力及び相互支援（応援）に関する協定等

食料品（給食）及び応急物資等の供給に関する協定

応急対策（措置）業務に関する協定

施設利用に関する協定

参考資料
各種災害協定一覧

相互協力及び相互支援（応援）に関する協定等
（追加）
　山梨県甲州市、青森県青森市、中野区国際交流協会
　学校法人明治大学、学校法人帝京平成大学、学校法人早稲田大学
（削除）
　郵便事業㈱

食料品（給食）及び応急物資等の供給に関する協定
（追加）
　東京都
　東京建物㈱、東京ｷﾘﾝﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ、東京都石油商業組合杉並中野支部
（削除）
　小田急商事㈱

応急対策（措置）業務に関する協定
（追加）
　東京都下水道局、全国建設労働組合総連合東京土建一般、労働組合中野支
部
　中野土木防災協力会、中野電設防災協力会、中野区造園緑化業協会
　中野建設業会

施設利用に関する協定
（追加）
　東京都立中野工業高等学校、学校法人宝仙学園、学校法人東京工芸大学
　学校法人国際学園、学校法人中野学園
　JTBｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ・野村ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ指定管理者共同事業体
　日本閣観光㈱、学校法人小山学園
　桃が丘さゆり保育園、㈱コンビウィズ、㈱ピジョンハーツ、清心福祉会
　南東北福祉事業団、ケアネット、フロンティア、奉優会
　全国重症心身障害児(者)を守る会、正夢の会

協定を追加・削除

奥付
平成２１年（２００９年）２月作成

　中野区国民保護計画（第２版）
　　　　20中経危第923号

奥付
平成２７年（２０１５年）○月作成

　中野区国民保護計画（第３版）
　　　　27○○○第○○○号
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